	答　申　の　概　要　（諮問第１号）


	件　　　名
	「富士市環境クリーンセンター更新検討委員会議事録の内　平成１７年度第１回から第４回」、「『ごみ処理施設建設反対委員会』役員との協議議事録」の部分公開決定に係る異議申立て

	対象公文書
	１．富士市環境クリーンセンター更新検討委員会議事録の内　平成１７年度第１回から
第４回
２．「ごみ処理施設建設反対委員」役員との協議議事録

	非公開理由
	１．条例第７条第５号（審議・検討・協議に関する情報）、第６号（行政運営情報）
２．条例第７条第６号（行政運営情報）

	実施機関
	富士市長（環境部廃棄物対策課）

	諮問期日
	平成18年6月1日

	答　申　日
	平成19年2月21日


１　審査会の結論

富士市長が部分公開決定とした公文書のうち「ごみ処理施設建設反対委員会」役員との協議議事録については、別表に掲げる部分以外は公開すべきである。

２　審査会の判断

　当審査会は、本件公文書について審査した結果、以下のように判断する。

 (1)「富士市環境クリーンセンター更新検討委員会議事録の内　平成１７年度第１回から第４回」について
本件申し立てについては、実施機関において公開することとしており、異議申立人の請求が認められることになったので、当審査会としては、判断しないこととした。
(2)「『ごみ処理施設建設反対委員会』役員との協議議事録」について

ア　本件公文書の内容

「ごみ処理施設建設反対委員会」役員との協議議事録（以下「協議議事録」という。）は、平成１７年９月２８日、平成１８年１月２７日及び同年２月２４日に開催された会議の内容が要約されたものであり、協議日時、協議場所、協議者、協議事項及び発言内容が記録されている。

イ　非公開にする理由について
（ア）条例第７条第６号該当性（協議日時、協議場所、協議事項及び発言内容について）
本件において、実施機関は、公にすることにより、市の機関と関係者との間の信頼関係が損なわれ、関係者の理解、協力が得にくくなると主張していることから、条例第７条第６号の該当性を検討する。

条例第７条第６号は、「市の機関、国の機関、独立行政法人等又は他の地方公共団体の機関が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、（中略）その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」を非公開として規定している。
ここで言う「事務又は事業」とは、市の機関等が行うすべての事務又は事業（他の団体等からの委託・委任等を受けて行うものを含む。）をいうのであって、「当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」とは、当該事務又は事業に関する情報を公にすることによる利益と支障を比較衡量した結果、公にすることの公益性を考慮しても、なお当該事務又は事業の適正な遂行に及ぼす支障が看過しえない程度のものをいう。また、「支障を及ぼすおそれ」は、単なる抽象的な可能性では足りず、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすことについて、法的保護に値する程度の蓋然性が要求されるものである。

実施機関は、公開することとなるとこの協議会の目的である「率直な意見の交換」の前提となっていた「非公開」の原則を覆すものであり、地元の信頼を著しく損ねることになり、また、役員の発言も地元の方々からの視点からすると建設賛成とみなされ、今後、地元での役員の立場を著しく困難にすると予測される、と主張する。

たしかに、本件処分の対象となったこの会議自体は、非公式な会議であるが、非公式な会議であっても会議録は公文書であり、また、会議が非公開であるという暗黙の了解があったとしても、会議録までもが非公開とはならず、非公開とするには、具体的、客観的な理由を示す必要がある。

協議会の存在や地元関係者の一部と会議が開催されていることは地元住民周知のことであり、地元との信頼関係が損なわれることがないという部分については、具体的、客観的危険性がない限り、そのような部分まで非公開とする必要性はなく、むしろ経過等については、積極的に公開、公表すべきである。

しかし、地元住民との説明会が混乱を極め、その意向を実施機関が汲み取ることが困難な状況にある中で、協議会では、実施機関と地元関係者との本音の議論と言う前提で話し合いが進められており、協議会開催時点ではこの様な困難な状況を克服するには唯一とも言える会議であったことも否定できない。

従って、この議事録を公開することによる利益と関係者との信頼関係を損なわないためという非公開の利益を比較検討した場合、非公開にしなければならない特段の事情がある事も推認され、全ての事項において公開の利益が常に非公開の利益を上回るとは言えない。

更に、公開することにより、非公開にしなければならない個人情報が侵害され、関係者との信頼関係を損なう特段の事情がある場合の存在も否定できない。

このような非公式の協議の場を設けて地元の理解を得ようとする手法には一定の合理性があり、実施機関が主張する懸念が具体的、客観的なものとして存在するときには非公開とすることが許される。

上記の観点に立って本件公文書を検討する。

ａ　協議日時、協議場所及び協議事項について
協議日時、協議場所及び協議事項については、公にすることにより、事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情報、また、関係者との信頼関係を著しく損ねる情報とは言えず、条例第７条第６号の該当性は認められない。
ｂ　発言内容について
　　　当審査会で、実際に本件公文書を見分したところ、次のように認められる。

　（ａ）別表に掲げる部分

　　　　協議会では、本音の議論という前提で率直な話し合いが進められていたと考えられる。このため、実施機関が主張するように、協議会におけるやり取りの機微にわたる部分まで公開することは、地元関係者との信頼関係を損ねるなど、条例第７条第６号にいう公開することにより事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。別表に掲げる部分は、まさしくそのような機微にわたる部分であるといえる。

　（ｂ）その余の部分

　　　　その余の部分については、協議会の存在や地元関係者の一部と会議が開催されていることは周知のことでもあり、（ａ）にいうようなおそれが具体的、客観的なものとして存在するとは認められず、条例第７条第６号には該当しない。かえって、この部分については、公開することが行政過程の透明化という公益に資するものと言える。従って、その余の部分については公開すべきである。

（1） 条例第７条第２号該当性（協議者について）
実施機関は、本件公文書が条例第７条第６号に該当として全部非公開としたが、当審査会では、条例第７条第６号に関しては、その多くが該当せず公開すべきであると判断したので、さらに条例第７条第２号該当性を検討する。

条例第７条第２号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）のうち、一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められるもの又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」を非公開情報として規定している。
しかし、同号ただし書には、「ア　法令等の規定により又は慣行により公にされ、又は公にすることが予定されている情報」又は「ウ　当該個人が公務員等（中略）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職、氏名及び当該職務遂行の内容に係る部分」に該当する情報は、同号本文に該当するものであっても公開しなければならない旨が定められている。
協議議事録において、検討を要するのは、協議者である富士市の役職者及び職員の氏名、反対委員会の役職者及び役員の氏名である。これらについては、特定の個人を識別することができる情報であるため、条例第７条第２号本文に該当することは明らかであることから、同号ただし書のいずれかに該当するかどうかを検討する。
同号ただし書アに規定する情報とは、法令等の規定や慣行により、現在又は将来、何人でも入手することができる情報をいい、協議者である反対委員会の委員長及び副委員長の役職者については、何人も知りうることのできる情報であり、同号ただし書アに該当するので公開すべきである。
ただし、その他の役員の氏名については、公にすることが予定されている情報とは認められず、条例第７条第２号本文に該当するので非公開が妥当である。
また、同号ただし書ウに規定する情報とは、事業の実施等における公務員としての職務遂行に係る情報をいい、協議者としての富士市の役職者及び職員の氏名については、公務員としての職務遂行に係る情報であることは明らかであることから、当該部分は、条例第７条第２号ただし書ウに該当するので公開すべきである。
よって、「１　審査会の結論」のとおり判断する。
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